














































町における集落ごとの屋敷森面積率は 1976 年から 2011 年にかけての 35 年間で全体として 66.6% 残存していたが、屋敷森面積率の変化
は集落によって異なっていた。北会津町で共通する傾向を見出せた事象として、「路村・外縁配置」「塊村・外縁配置」「分散配置」「路村・その他」
という集落形態と屋敷森配置の関係が確認された。屋敷森を集落外縁に集中していた「路村・外縁配置」はその多くが伐採されていたのに
対し、「塊村・外縁配置」や「分散配置」のように、集落内部にも屋敷森が配置される場合、屋敷森が維持される傾向を示した。
　過去に洪水被害の歴史を持つ塊村・分散配置の二日町集落を対象とした集落空間構成調査の結果、集落内に分散して配置される屋敷森は、
各世帯が水路付近や母屋北方向に配置することにより形成されていることが把握された。また、冬季の防風効果の検証を行った結果、集落
規模での防風効果が示された一方で、集落内の明治以降に宅地化された領域では部分的に風の流入が生じることが明らかになった。
　盆地農村では、まず、地域災害対策として下位段丘面上や微高地上に集落を立地した。更に、洪水被害の歴史を持つ集落では、河川との
位置関係から排水を考慮した水路を集落内に通し、石垣と屋敷森による強固な敷地境界を設ける洪水時の防水・排水を考慮した地域災害対
策が存在していた。地域特有の気候条件へは、母屋の西方向に付属屋を、北方向に屋敷森を配置する冬季の季節風を考慮した屋敷地構成で
適応していた。このような屋敷地が連続することで集落が形成されており、集落規模での冬季における防風効果も確認された。
　第 5 章では、本研究を通して見出してきた集落空間に確認された知恵や知見を再整理し、実態としての空間の奥に潜む住民間共通理解
の分析を行った。まず、集落空間に確認された知恵や知見を再整理することで、両集落に存在する地域災害と気候条件への住民間共通理解
の実態と、その調査方法を整理した。続いて、両地域の比較・考察を行うことで住民間共通理解が確認される（１）構成原理の反復（２）
集落空間管理という２つの典型例を導きだした。更に、現代に至るまでの住民間共通理解と集落空間との関係を論じた。伝統的に継承され
てきた住民間共通理解の概念と現代における住民間共通理解の実態を示すことで、住民間共通理解が維持・喪失された要因を考察し、現代
における住民間共通理解の継承課題を明らかにした。
